



　総務省が 2016 年 2 月に公表した「平成 26 年経済ネンサス―基本調査（参考表 5）」に
よれば，我が国の全企業数は 3,820,338 社（従業員数 47,935,462 名）と示されており，そ
のうち大企業は 11,987 社（従業員数 14,579,309 名）であり，中小企業は 3,808,351 社（従
業員数 33,356,153 名）であり，中小企業のうち小規模企業者は 3,238,838 社（従業員数
11,086,291 名）と示されている。全企業数を 100％とした場合，大企業は 0.31％（従業員
数 30.41％），中小企業は 99.69％（従業員数 69.59％）となる。中小企業のうち小規模企業
者は 85.05％（従業員数 33.24％）と示すことができる。大企業と中小企業の区分は，中小
企業基本法による定義により区別されている（1）。
　また，中小企業庁が 2014 年 4 月に公表した「個人事業主を巡る状況と事業承継に係る
課題について」には，我が国の企業のうち個人による小規模企業者は 54.8％と示されてお
り，いわゆる個人事業により経営する企業の割合が多いことがわかる（2）。
　中小企業庁調査室が 2017 年 4 月に公表した「2017 年版小規模企業白書　概要」によれ
ば企業規模を拡大せず持続的成長を行う企業の 8 割が小規模企業者と示されている（3）。我
が国は，創業 100 年以上の企業数が世界で最も多い国であり，帝国データバンクが 2019
年 1 月に公表した「『老舗企業』の実態調査」によれば，創業 100 年を超える企業数は










2 条 1 項 2 号 1 億円以下 100 人以下 会社及び個人
卸売業に属する事業を主たる事業として営
むもの。
2 条 1 項 3 号 5,000 万円 100 人以下 会社及び個人
サービス業に属する事業を主たる事業とし
て営むもの。
2 条 1 項 4 号 5,000 万円  50 人以下 会社及び個人
小売業に属する事業を主たる事業として営
むもの。
 また，同法 5 項には，「『小規模企業者』とは，おおむね常時使用する従業員の数が 20 人（商業又はサービ
ス業に属する事業を主たる事業として営む者については，5 人）以下の事業者をいう」と示されている。
（2） 中小企業庁「個人事業主を巡る状況と事業承継に係る課題について」2014 年 4 月，3 頁。
（3） 中小企業庁調査室「2017 年版小規模企業白書　概要」2017 年 4 月，17 頁。
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33,259 社と示されている。世界最古の企業といわれる株式会社金剛組（建設業）は創業
578 年であり，資本金 3 億円の非上場会社である。また，株式会社ういろう（製造・販売業）
は創業 1368 年であり外郎家が代々，薬や菓子を作り分家も暖簾分けもしないで経営を営
んでいる。我が国では，いわゆる老舗企業が最も多く採用している形態が非上場会社で創
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れてきたため，中小企業向けに経済安定本部企業会計制度対策調査会が「中小企業簿記要























会計士協会・日本商工会議所・企業会計基準委員会が 2019 年 2 月 27 日に公表した「中小
企業の会計に関する指針（平成 31 年版）」（以下，「中小指針」とする）と中小企業庁と金







（6） 経済安定本部企業会計制度対策調査会編集『中小企業簿記要領』大蔵財務協会，1949 年，1-2 頁及び河崎照
行『最新　中小企業会計論』中央経済社，2016 年，32 頁を参照。
（7） 河﨑照行『最新　中小企業会計論』中央経済社，2016 年，27-28 頁。
（8） 国税庁 HP：https://www.nta.go.jp/taxes/shiraberu/taxanswer/shotoku/2070.htm（アクセス：2020 年 1 月
9 日）。
（9） 経済安定本部企業会計制度対策調査会編集『中小企業簿記要領』大蔵財務協会，1949 年，6-7 頁。





背景がある（11）。「中小指針」を適用した企業は，中小企業庁が 2012 年 8 月 23 日に公表し















区　　　　分 会社数 割　合 連　　　　結 単　　　　体








約 10,000 社 0.40％
③上記以外の株式会社 約 260 万会社 99.4％
中小指針
基本要領









（11） 山下壽文『要説　中小企業会計基本要領―中小企業版 IFRS との比較・会計処理のポイント―』同友館，
2012 年，1 頁。
（12） 中小企業庁「平成 22 年度中小企業の会計に関する実態調査事業集計・分析結果」2012 年 8 月 23 日，42 頁。
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成 31 年版）」2019 年 2 月 27 日，2 頁。
























（13） 中小企業庁・金融庁（中小企業の会計に関する検討会）「中小企業の会計に関する基本要領」2012 年 2 月 1 日，
1 頁。
（14） 同上書，1 頁。







































ンプラン」2015 年 6 月，2 頁。（中小企業 862 社回答・回答率 17.2％）
（18） 中小企業の会計に関する検討会ワーキンググループ「中小会計要領の集中普及期間の成果と今後のアクショ
ンプラン」2015 年 6 月，4 頁。（税理士・税理士法人 50 社及び 127 社の中小企業にヒアリング調査を行った。）
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（19） 本田耕一訳『パチョリ簿記論』現代書館，1975 年，128-129 頁。
（20） 渡邉泉『会計学の誕生　複式簿記が変えた世界』岩波書店，2017 年，28-29 頁。・田中靖浩『会計の世界史　
イタリア，イギリス，アメリカ 500 年の物語』日本経済新聞出版社，2018 年，70 頁。
（21） 後藤俊夫編集・島田美奈『ファミリービジネス　知られざる実力と可能性』白桃書房，2012 年。後藤俊夫監
修『ファミリービジネス白書　2015 年版』同友館，2015 年。を参照されたし。





































（25） Leffson,Ulrich.Die Grundsätze ordnungsmäßiger Buchführung, 1.Aufl.,Düsseldorf.1964.,S.49.（髙木靖史
「会計原則（GoB）の演繹的決定方法の展開（1）―U.レフソンの方法論の考察―」『福岡大学商学論叢』第
37 巻第 2 号，福岡大学総合研究所，1992 年 9 月，21 頁。）
（26） Leffson,Ulrich.Die Grundsätze ordnungsmäßiger Buchführung, 7.Aufl.,Düsseldorf.1987.,S.55.（髙木靖史
「会計原則（GoB）の演繹的決定方法の展開（1）―U.レフソンの方法論の考察―」『福岡大学商学論叢』第
37 巻第 2 号，福岡大学総合研究所，1992 年 9 月，21 頁。）
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（27） 渡邉泉『帳簿が語る歴史の真実』同文舘，2016 年，3 頁。












































































（30） 店舗名：CB 店　千葉県船橋市の駅前に店舗を設置し，2017 年 12 月に創業している。業種は飲食業で席は












 （2020.1.17 受稿，2020.2.26 受理）
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〔抄　録〕
　本稿は，個人事業が抱えている会計情報の問題点について指摘をしている。実質的な個
人事業の会計情報が税法の規制や会計記録の構造の問題から不明瞭となっている。個人事
業は資本と経営が未分離であると同時に店と奥が一体ないし結合されて経営を行っている
ため，個人事業の実態を把握するためには事業会計と同時に家計の記帳も行う必要がある。
現在では ICT が著しく発達しているため，事業会計と家計の会計帳簿を結合させた帳簿
組織から記帳を行い，税金申告，事業の把握，金融機関への事業の説明，事業承継時の適
正な財産計算を円滑に行うための会計データを一度の会計記録で同時に取得することが可
能なのではないかと考えるのである。
　さらには，管理会計的データも読み取れるようにすることで簿記の役割をより高めるこ
とができるのである。事業会計と家計の双方について会計記録を行い，そこから本支店会
計または連結修正仕訳の技術を利用し，それらが結合された会計情報こそ，個人事業の実
態に対応した実質的な財政状態及び経営成績等を明らかにできるという見解を示している。
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渡邉　圭：個人事業が抱える会計構造の問題について
